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●●●●●●●９月定例会の議案から

一
般
会
計
補
正
予
算

９
月
定
例
会
の
議
案
か
ら

未
来
の
子
ど
も
た
ち
の
た
め
の

新
し
い
学
校
づ
く
り

　
令
和
２
年
12
月
に
策
定
し
た

小
田
原
市
学
校
施
設
中
長
期
整

備
計
画
に
基
づ
き
、
令
和
４
年

度
お
よ
び
５
年
度
に
、
本
市
に

お
け
る
望
ま
し
い
教
育
環
境
の

基
本
的
な
考
え
方
を
ま
と
め
た

「（
仮
称
）
新
し
い
学
校
づ
く
り

推
進
基
本
方
針
」
を
策
定
す
る
。

　
策
定
に
当
た
り
、
附
属
機
関

と
し
て
「
小
田
原
市
新
し
い
学

校
づ
く
り
検
討
委
員
会
」
を
設

置
す
る
と
と
も
に
、
市
民
意
見

を
最
大
限
に
反
映
さ
せ
な
が
ら

合
意
形
成
を
図
る
た
め
、学
校
・

地
域
関
係
者
を
対
象
と
し
た
ア

ン
ケ
ー
ト
や
、
説
明
会
・
意
見

交
換
会
等
の
開
催
を
予
定
し
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を

円
滑
に
進
め
る
た
め
、
学
校
施

設
の
計
画
策
定
等
に
精
通
し
た

事
業
者
に
支
援
を
委
託
す
る
。

　
令
和
３
年
11
月
か
ら
事
業
者

選
定
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
の
募
集
を

開
始
し
、
令
和
４
年
１
月
に
優

先
交
渉
権
者
を
決
定
し
た
後
、

２
月
に
契
約
を
締
結
予
定
。

　
４
月
か
ら
の
検
討
委
員
会
に

よ
る
検
討
開
始
に
向
け
、
令
和

３
年
度
に
債
務
負
担
行
為
を
設

定
す
る
。

事
業
者
に
委
託
す
る

　
　
　主
な
業
務
内
容

①･

対
象
施
設
の
沿
革
・
立
地
等

の
現
状
と
課
題
の
整
理

②･

通
学
区
域
図
、
通
学
路
等
の

電
子
デ
ー
タ
化

③･

地
区
別（
学
校
別
）の
児
童
・

生
徒
・
学
級
数
推
計

④･

ア
ン
ケ
ー
ト
（
保
護
者
、
教

職
員
、
地
域
関
係
者
向
け
）

の
作
成
、
分
析

⑤･

検
討
委
員
会
お
よ
び
住
民
向

け
説
明
会
等
の
資
料
作
成
、

議
事
録
作
成
等
の
運
営
補
助

予　算　額
（令和３年度債務負担行為設定）

年度 限度額

令和３年度 0円

令和４年度 1650万円

令和５年度 1650万円

計 3300万円

事業スケジュール（案）

庁内検討

アンケート 説明会・意見交換会 説明会・意見交換会

推進基本方針検討・策定
個別事業
の実施推進基本計画の検討・策定

検討委員会
推進基本方針策定支援委託

施設整備指針の検討・策定

中長期
整備計画
の見直し

厚
生
文
教
常
任
委
員
会
に
お
け
る
質
疑

　
委
託
す
る
事
業
者
は
、

ど
の
よ
う
な
業
種
を
想
定

し
て
い
る
の
か
。

　
施
設
計
画
や
公
共
施
設

の
再
編
等
に
精
通
し
、
他

自
治
体
で
の
事
業
実
績
を
有
し

た
事
業
者
を
想
定
し
て
い
る
。

　
事
業
者
は
基
本
方
針
の

策
定
に
ど
の
よ
う
に
関
わ

る
の
か
。

例
え
ば
本
市
か
ら
離
れ
た
地

域
の
事
業
者
に
委
託
す
る
場
合
、

本
市
の
地
域
特
性
を
踏
ま
え
ず
、

学
校
再
編
等
の
検
討
な
ど
を
進

め
て
し
ま
う
恐
れ
は
な
い
の
か
。

　
委
託
す
る
業
務
内
容
は
、

通
学
路
等
の
電
子
デ
ー
タ

化
な
ど
の
専
門
性
の
高
い
部
分

の
ほ
か
、
検
討
委
員
会
や
住
民

向
け
説
明
会
等
の
資
料
作
成
な

ど
で
あ
る
。

基
本
方
針
の
内
容
の
検
討
は

あ
く
ま
で
も
検
討
委
員
会
が
行

う
も
の
で
あ
り
、
委
託
す
る
事

業
者
が
議
論
の
方
向
を
誘
導
す

る
も
の
で
は
な
い
。

問答問答

　
事
業
費
総
額
３
３
０
０

万
円
の
根
拠
は
何
か
。

　
予
算
額
は
本
市
が
作
成
　
　

し
た
仕
様
に
基
づ
き
複
数

の
事
業
者
か
ら
見
積
も
り
を
取

り
、
事
業
費
を
想
定
し
た
も
の

で
あ
る
。

　
こ
れ
ら
の
業
務
は
行
政

で
は
行
え
な
い
の
か
。
事

業
者
に
委
託
す
る
と
し
た
理
由

は
何
か
。

　
委
託
す
る
こ
と
に
よ
り

他
自
治
体
で
の
実
績
等
を

踏
ま
え
た
知
見
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を

事
業
の
推
進
に
生
か
す
こ
と
が

で
き
る
と
と
も
に
、
通
学
路
等

の
電
子
デ
ー
タ
化
な
ど
の
専
門

性
の
高
い
業
務
に
つ
い
て
は
、

行
政
が
直
接
行
う
よ
り
も
、
事

業
者
が
担
う
方
が
効
率
的
で
あ

る
と
判
断
し
た
。

問答問答
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●●●●●●●常任委員会の審査概要

総
　
務

常
任
委
員
会

一
般
会
計
補
正
予
算

デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
ま
ち
づ

く
り
を
推
進

　
Ｉ
Ｃ
Ｔ
・
Ｉ
ｏ
Ｔ
を
活
用

し
、
観
光
客
や
市
民
の
三
密

解
消
を
は
じ
め
と
す
る
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

拡
大
防
止
対
策
や
、ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進
な
ど
、
Ｗ
ｉ

ｔ
ｈ
コ
ロ
ナ
、
ア
フ
タ
ー
コ

ロ
ナ
の
時
代
に
合
う
新
し
い

生
活
様
式
を
整
備
す
る
。

Ａ
Ｉ
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト

　
Ａ
Ｉ
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト

は
24
時
間
３
６
５
日
の
相

談
対
応
が
可
能
と
の
こ
と
だ
が
、

ど
の
程
度
の
相
談
ま
で
対
応
が

で
き
る
も
の
な
の
か
。

　
Ａ
Ｉ
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト

は
、
自
分
の
質
問
を
入
力

す
る
と
、
そ
れ
に
対
す
る
答
え

が
返
っ
て
く
る
も
の
で
、
答
え

を
用
意
し
た
分
だ
け
Ａ
Ｉ
が
進

化
し
精
度
も
上
が
っ
て
い
く
。

問答

　
現
在
は
、
観
光
情
報
や

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
情
報
提
供
を
想
定
し
て

い
る
よ
う
だ
が
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
後
の

利
用
に
つ
い
て
の
考
え
は
。

　
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
防

災
や
福
祉
を
は
じ
め
、
基

本
的
に
は
市
役
所
の
サ
ー
ビ
ス

全
般
に
合
う
と
思
わ
れ
る
の
で
、

ニ
ー
ズ
を
把
握
し
な
が
ら
、
さ

ま
ざ
ま
な
分
野
に
広
げ
て
い
く
。

問答

デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ

　
デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ

は
、
ま
さ
に
広
告
事
業
だ

が
、
市
外
か
ら
の
来
訪
者
を
主

眼
と
し
て
実
施
す
る
も
の
か
。

　
市
外
か
ら
来
訪
す
る
方

が
便
利
に
な
る
こ
と
を
目

指
し
て
い
る
が
、
市
民
の
方
に

も
利
用
い
た
だ
く
の
で
、
両
者

と
も
に
使
い
勝
手
の
良
い
も
の

と
し
て
、
い
ろ
い
ろ
な
情
報
を

出
し
て
い
く
。

　
デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ

の
設
置
場
所
に
つ
い
て
は

ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
の
か
。

　
箇
所
数
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
か
ら
の
検
討
と
な
る

が
、
大
き
い
画
面
で
、
リ
ア
ル

タ
イ
ム
に
情
報
を
提
供
で
き
る

こ
と
か
ら
、
象
徴
的
な
も
の
と

し
て
観
光
客
や
市
民
が
多
く
利

用
す
る
小
田
原
駅
周
辺
へ
、
ま

ず
は
一
つ
設
置
し
た
い
。

公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

　
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
回
線

の
整
備
に
つ
い
て
「
市
内

公
共
施
設
や
観
光
施
設
等
」
と

し
て
い
る
が
、
ど
の
よ
う
な
場

所
へ
の
整
備
を
考
え
て
い
る
の

か
。 問答問答問

　
Ａ
Ｉ
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト

の
導
入
に
よ
り
、
行
政
と

し
て
の
相
談
業
務
の
在
り
方
に

つ
い
て
見
直
し
は
あ
る
の
か
。

　
担
当
部
局
で
見
直
し
の

必
要
性
が
あ
れ
ば
当
然
見

直
す
も
の
だ
が
、
現
時
点
で
は
、

市
内
外
の
方
へ
情
報
提
供
す
る

手
段
が
一
つ
加
わ
っ
た
も
の
と

考
え
て
い
る
。

問答

　「
新
し
い
生
活
様
式
」

を
推
進
す
る
た
め
の
県
の

補
助
金
を
活
用
す
る
も
の
で
あ

り
、
小
田
原
へ
の
新
し
い
人
の

流
れ
を
創
出
す
る
観
点
か
ら
、

ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
な
ど
へ

の
設
置
を
考
え
て
い
る
が
、
タ

ウ
ン
セ
ン
タ
ー
や
図
書
館
、
ま

た
広
く
公
共
性
が
あ
る
と
こ
ろ

な
ど
も
候
補
と
し
て
考
え
る
。

　
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
回
線

整
備
事
業
に
お
い
て
、
回

線
の
太
さ
や
速
さ
は
ど
の
よ
う

な
も
の
と
な
る
の
か
。

　
具
体
的
な
機
種
は
こ
れ

か
ら
選
定
し
て
い
く
も
の

だ
が
、
基
本
的
に
は
ワ
ー
ケ
ー

シ
ョ
ン
や
リ
モ
ー
ト
ワ
ー
ク
の

た
め
の
も
の
で
あ
る
の
で
、
そ

う
い
っ
た
使
用
に
お
い
て
、
ス

ト
レ
ス
を
感
じ
な
い
程
度
の
性

能
を
持
つ
も
の
を
選
定
す
る
こ

と
に
留
意
し
た
い
。

答問答「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

● 

総
合
計
画
審
議
会
の
運
営

● 

令
和
２
年
度
地
方
創
生
関

連
交
付
金
事
業

 

な
ど

ＡＩチャットボット（自動会話プログラム）を
活用したオンライン相談
　観光情報や新型コロナウイルス感染症の状況等に係
る問い合わせを、観光客や市民などが、いつでもどこ
でも24時間365日相談できる体制を整えるため、ＡＩ
チャットボットを活用したオンライン相談システムを
整備する。

デジタル化によるまちづくり推進事業の概要

デジタルサイネージ（電子看板）を
活用した市情報発信
　三密解消のため、市内施設等の混雑状況や新型コロ
ナウイルス感染症の状況等について情報発信を行うと
ともに観光情報を発信するため、中心市街地や観光施
設周辺等にデジタルサイネージを設置する。

市内公共施設や観光施設等の
公衆無線ＬＡＮ回線整備
　働く場所を選ばない新しい働き方が選択される現在
において、観光地である小田原でのワーケーションを
推奨し、また充実したテレワーク環境を背景に本市へ
の移住・定住を促進するため、公共施設等の公衆無線
ＬＡＮ回線を整備する。
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●●●●●●●常任委員会の審査概要

一
般
会
計
補
正
予
算

一
般
会
計
補
正
予
算

　
火
災
保
険
等
民
間
の
保

険
に
加
入
し
て
い
る
場
合

は
ど
う
な
る
の
か
。

　
本
支
援
金
は
個
人
資
産

の
補
償
で
は
な
く
、
生
活

再
建
の
支
援
が
目
的
の
た
め
、

個
人
で
保
険
加
入
し
て
い
る
場

合
も
支
給
対
象
と
な
る
。

　
本
年
７
月
の
豪
雨
災
害

か
ら
適
用
す
る
と
の
こ
と

だ
が
、
本
支
援
金
は
今
後
も
常

設
の
制
度
と
な
る
の
か
。

　今
後
も
同
様
の
自
然
災

害
に
対
応
す
る
た
め
、
常

設
の
制
度
と
し
て
運
用
す
る
。

問答問答

　今
回
も
共
通
券
と
地
元

商
店
専
用
券
を
発
行
す
る

考
え
と
の
こ
と
で
あ
る
が
、
専

用
券
の
割
合
は
ど
の
程
度
を
想

定
し
て
い
る
の
か
。

　小
田
原
市
商
店
街
連
合

会
と
調
整
中
で
あ
る
が
、

前
回
の
割
合
設
定
に
対
し
て
、

地
元
商
業
者
の
評
判
が
良
か
っ

た
こ
と
か
ら
、
同
程
度
を
想
定

し
て
い
る
。

　紙
媒
体
と
デ
ジ
タ
ル
媒

体
と
で
プ
レ
ミ
ア
ム
率
が

異
な
る
理
由
を
伺
う
。

問答問

　
今
回
の
大
雨
に
限
ら
ず
、

今
後
、
災
害
等
で
被
害
を

受
け
た
場
合
の
本
補
助
制
度
の

適
用
に
つ
い
て
伺
う
。

　今
後
発
生
す
る
災
害
に

よ
る
被
害
に
つ
い
て
も
、

降
雨
量
な
ど
の
災
害
の
条
件
が

合
致
す
る
場
合
に
は
、
今
回
新

設
す
る
市
単
独
の
農
地
災
害
復

旧
工
事
補
助
金
の
交
付
を
考
え

て
い
る
。

問答

「
小
田
原
市
被
災
者
生
活
再

建
支
援
金
」
を
新
設

　
国
の
被
災
者
生
活
再
建
支

援
法
ま
た
は
県
の
支
援
制
度

の
適
用
と
な
ら
な
い
台
風
等

の
自
然
災
害
で
被
災
し
た
世

帯
に
対
し
、
支
援
金
を
支
給

す
る
。

プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業

　
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
を
受
け

る
市
内
の
商
業
者
と
市
民
の

生
活
を
支
援
す
る
た
め
、
プ

レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
を
発
行

す
る
。ま
た
紙
媒
体
に
加
え
、

デ
ジ
タ
ル
商
品
券
も
発
行
す

る
こ
と
で
、
地
域
の
デ
ジ
タ

ル
化
推
進
を
図
る
。

「
農
地
災
害
復
旧
工
事
補
助

金
」
を
新
設

　
本
年
７
月
の
大
雨
に
よ
り

被
害
を
受
け
た
農
地
の
復
旧

工
事
の
う
ち
、
国
の
補
助
制

度
の
対
象
と
な
ら
な
い
も
の

に
つ
い
て
市
単
独
の
補
助
制

度
を
新
設
し
支
援
す
る
。

「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

●�

清
閑
亭
の
民
間
提
案
募
集

の
審
査
結
果
お
よ
び
旧
内

野
醤
油
店
の
利
活
用

●�

関
東
学
院
大
学
小
田
原

キ
ャ
ン
パ
ス
の
所
有
権
移

転
の
時
期

�

な
ど

「
こ
ん
な
報
告
も
あ
り
ま
し
た
」

●�

小
田
原
競
輪
開
設
72
周
年

記
念
競
輪
の
結
果

●�

鬼
柳
・
桑
原
地
区
に
お
け

る
工
業
団
地
整
備

�

な
ど

厚
生
文
教

�
常
任
委
員
会

建
設
経
済

�

常
任
委
員
会

支援金額（※被災者生活再建支援法に準じる）
基礎支援金 加算支援金 計

全壊・解体・
長期避難 100万円

建設・購入 200万円 300万円
補修 100万円 200万円
賃借（公営住宅を除く。） 50万円 150万円

大規模半壊 50万円
建設・購入 200万円 250万円
補修 100万円 150万円
賃借（公営住宅を除く。） 50万円 100万円

中規模半壊 ―――
建設・購入 100万円 100万円
補修 50万円 50万円
賃借（公営住宅を除く。） 25万円 25万円

　プ
レ
ミ
ア
ム
率
は
25
％

を
基
本
と
し
、
初
の
試
み

と
な
る
デ
ジ
タ
ル
媒
体
に
つ
い

て
は
多
く
の
方
に
関
心
を
持
っ

て
い
た
だ
き
、
実
際
に
ご
利
用

い
た
だ
き
た
く
、
５
％
上
乗
せ

し
た
。

　前
回
の
商
品
券
事
業
の

実
績
と
反
省
点
を
伺
う
。

　前
回
発
行
し
た
商
品
券

の
換
金
率
は
99
・
58
％
で

あ
り
、
ほ
ぼ
全
て
が
利
用
さ
れ

た
。
反
省
点
は
、
事
務
局
の
電

話
が
つ
な
が
り
に
く
か
っ
た
こ

答問答

と
で
あ
る
。
受
付
人
員
を
増
や

す
な
ど
し
て
い
き
た
い
。

商品券概要
◯使用期間 令和３年（2021年）12月１日から

令和４年（2022年）２月28日まで（３カ月）
◯発行対象者 市内に在住、在勤、在学する者
◯発券方法 紙媒体 デジタル媒体

◯プレミアム率
25％

１冊１万2500円分を
１万円で販売

30％
１口１万３千円分を
１万円で販売

◯発行総額
　（額面）

5億円
(１万2500円分×４万冊)

２億6千万円
(１万３千円分×２万口)

◯購入上限 １人につき３冊（口）まで
（両方を購入は不可）

◯販売方法 予約販売（応募多数抽選）
※商品券は予約販売制です。予約は令和３年10月31日㈰をもって終了しました。
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決算特別委員会の審査概要

令
和
２
年
度
決
算
を
認
定

委 員 長　奥山･孝二郎
副委員長　鈴木･敦子
委　　員
川久保･昌彦　角田･真美　荒井･信一
鈴木･和宏　　神戸･秀典　井上･昌彦
武松･　忠　　清水･隆男　小谷･英次郎
岩田･泰明　　田中･利恵子

（※委員は議席番号順）

総括質疑の詳細は次ページ以降に掲載しています。

　決算特別委員会の審査（現地査察、総括質疑を除く）は、
書類審査方式（委員が個別に決算書や会計伝票書類を審査し、
執行部職員と面談、質疑を行
い、必要に応じて資料を請求
する方法）で３日間にわたり、
実施しました。

９月22日・24日・27日 書 類 審 査

　総括質疑では、市長、両副市長、教育長等に出席を求め、
全ての会計を対象に質疑を行いました。
　採決においては、いずれの決
算も認定（水道事業会計ならび
に下水道事業会計の剰余金の処
分および決算の認定については、
原案可決および認定）すべきも
のと決定しました。

10月１日 総 疑括 ・質 採 決

　決算認定案等に関連する施設を査察しました。

９月28日 現 地 査 察

▶︎
歴
史
的
風
致
形
成
建
造
物
耐
震
等
改
修
事
業
費

（
旧
松
本
剛
吉
別
邸
）

▶︎
い
こ
い
の
森
管
理
運
営
事
業

▶︎
市
民
ホ
ー
ル
整
備
事
業

〈委員の構成〉

　
決
算
特
別
委
員
会
は
本
市
の
各
会
計
の
決
算
内
容
に
つ
い
て

詳
細
な
審
査
を
行
う
た
め
に
、
本
会
議
の
議
決
を
受
け
て
設
置

さ
れ
ま
す
。
９
月
定
例
会
で
は
、
令
和
２
年
度
の
各
会
計
（
14

会
計
）
の
決
算
認
定
案
（
水
道
事
業
会
計
お
よ
び
下
水
道
事
業

会
計
剰
余
金
の
処
分
を
含
む
）
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
審
査

し
ま
し
た
。

～ 

決
算
特
別
委
員
会
　
審
査
概
要 

～
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決算特別委員会の審査概要

女性の活躍推進に向けた取り組み
「小田原Ｌエール」の実績への見解は

　女性の活躍推進に対し、積極的に取り組ん
でいる市内企業を認定する制度として令和２

年度にスタートした「小田原Ｌエール（小田原市
女性活躍推進優良企業認定制度）」について、認
定した企業数（33社）に対する市の見解を伺う。

　小田原Ｌエールの認定企業数等について、
令和２年度は開始初年度で、またコロナ禍と

いう状況下にありながらも、多くの問い合わせや
反響をいただき、当初想定していた以上の市内33
の企業等からの申請を受け、審査の結果、その全
てを３段階のいずれかのステージに認定すること
ができた。今後、本制度が
一層認知され、より多くの
企業において女性活躍に取
り組む機運が高まり、認定
企業が更に増えることを期
待している。

問

答

拡大するスクミリンゴガイの脅威
これまでの対策と今後について伺う

　深刻な農業被害をもたらすスクミリンゴガ
イは根絶に向けて対策を講じるべきと考える。
そこでスクミリンゴガイの生息域の地区と面積
の拡大状況、これまでの防除対策と効果、そして
今後の防除方針と対策について伺う。

　生息域は、主に上曽我・千代・永塚・東大
友地区であったが、高田・国府津・西大友地

区にも広がっているとの情報が寄せられている。
生息面積は、令和３年３月時点で約70ヘクタール
であり、およそ１年半で約26ヘクタール拡大して
いる。これまでの対策等については、国が示した
対策に則り、防除と駆除を実施し、昨年度は約１
トンを駆除した。今後については、今年度策定の
農業振興計画をもとに、情報共有の強化や防除を
徹底する。農業機械に付着したスクミリンゴガイ
が含まれている可能性がある泥の洗浄による生息
域の拡大防止に加え、関係団体との連携を図りな
がら、駆除を中心に取り組む。

問

答

新型コロナウイルス感染症対応
通院外来・救急搬送での対応は

　新型コロナウイルス感染症対応の最前線で
ある市立病院では、当該感染症の陽性の疑い

がある患者を受け入れる際、通院外来と救急搬送
において、どのような対応をとっているのか伺う。

　通院外来では、院内にウイルスを持ち込ま
せないため、入館時の入口制限や付添人数制

限（原則１名）等を実施し、希望者には電話によ
る診察を行っている。また外来各所に大型空気清
浄機を設置するとともに、医療従事者は、高機能
マスクや防護衣等を必要に応じて着用している。
さらに症状が疑われる場合は、別室でＰＣＲ検査
を実施するなど感染対策を強化している。
救急搬送では、救急入口と一般診療の患者の動
線を分離し、感染が疑われる患者には別室で診療を、
当該感染症とは無関係と思われる患者には、受付
窓口で発熱有無を確認し、必要に応じＣＴ画像診
断やＰＣＲ検査を実施するなど水際対策を徹底し
ている。

問

答

民間委託後の放課後児童クラブ
中堅・ベテランスタッフの離職理由は

　放課後児童クラブの民間委託後に、新しい
支援員等が増えた一方、中堅やベテランの方

が減っている。新しい方が増えることは良いこと
であるが、経験豊富な中堅やベテランの方は貴重
な人材であると考える。
そこで、民間委託後の離職者の離職理由および
中堅やベテランのスタッフに対する認識を伺う。

　このたびの委託化に当たっては、勤務の継
続を希望された全ての方が委託事業者に再雇

用されており、離職理由の多くは年齢や体力的な
ことと伺っている。経験豊富な支援員等は、児童
や保護者等と信頼関係を築いており、子どもたち
が放課後児童クラブで安心して過ごすために重要
な役割を担っていると考えている。一方で、長期
的に安定したクラブ運営を図るためには、新たな
スタッフを確保していくことも重要であり、新た
なスタッフが経験を積みながら、ベテランの支援
員等と協力し合える体制が必要と考えている。

問

答

総 括 質 疑
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決算特別委員会の審査概要

「学校木の空間づくりモデル事業」
好評を受け、今後の展開は

　毎年、市内の小学校１校を対象に、小田原
産木材で昇降口や廊下、教室等の木質化を行っ

ているが、児童や保護者等からは好評を得ている
と聞いている。児童の学校生活が豊かになるだけ
でなく、小田原産木材の使用や市内事業者の施工
等により、経済の好循環にもつながることが考え
られるため、年間１校に限らず他の学校への早期
の実施が必要と考えるが、市の見解を伺う。

　本事業は地域産木材の利用拡大を図ること
を目的としており、継続的な木材利用の必要

性や木質化の効果の有用性、地域経済の活性化等
のさまざまな観点から、今後も継続して実施して
いく考えである。
現在は年間１校を木質化しているが、令和元年
度から市に譲与されている森林環境譲与税やその
他の補助金を活用して一層の木質化を目指すとと
もに、市民に広く木材の持つ良さを伝え、「木のま
ちおだわら」を実現していく。

問

答

決算審査を生かした行財政改革の推進
事務事業評価表見直しへの見解を伺う

　決算審査を行財政改革につなげるために、
事務事業評価表の見直しが必要と考える。他

自治体の中には、事務事業評価表に、事業開始年
度・直近３カ年の決算額や予算額・ＫＰＩ等の数
値を細かく記載しているところもある。本市にお
いても、決算に係る資料としての「主要な施策の
成果」と事務事業評価が一体となった評価表が必
要と考えるが、見解を伺う。

　事務事業評価は、行政活動の実効性や効率
性を高めることを目的として、総合計画の実

施計画に位置付けられた事務事業を対象に、事業
所管課において多角的な視点で評価するものであ
る。現在の評価表は、市民への公表を念頭に置き、
見やすさ・分かりやすさ・使いやすさの観点から
変更した経緯があるが、令和４年度から新たな総
合計画がスタートすることから、事務事業評価表
についても、他の自治体の取り組み等を参考にし
ながら、その在り方を研究していきたい。

問

答

総 括 質 疑
レンタサイクルによる市内周遊
回遊性や利便性を高める取り組みは

　レンタサイクルによる周遊は、公共施設や
歴史的建造物へのアクセスに非常に効果的で

あり、自転車の種類が選択できれば遠方へアクセ
スするニーズにも対応できると考える。そこで、
レンタサイクル事業における自転車の種類や導入
状況、また周遊に欠かせないサイクルステーショ
ンの提携状況や機能について伺う。

　レンタサイクルについては、近年、電動ア
シスト付き自転車の利用割合が徐々に増えて

いる。また令和２年度には、若い層をターゲット
にクロスバイクを導入したが、今後もさまざまな
ニーズに対応した自転車の整備を進めていく。
小田原市内のサイクルステーションについては、
公共施設だけでなく民間の飲食店やコンビニエン
スストア等と提携し「自転車の駅」として設置し
ている。休憩や飲食ができるほか、ロードバイク
等が楽に駐車できるバイクラックや空気入れ等の
道具が用意されている。

問

答

市民芸術活動活性化事業
野外彫刻作品の移設や活用について

　野外彫刻作品の多くが上府中公園に設置さ
れており、令和２年度にはさらに３つの作品

が市立病院から移設されたが、上府中公園を設置
場所とした理由と、どのような意図で設置してい
るのかを伺う。

　野外彫刻作品は美術館等の屋内ではなく、
公園や広場に設置されるものであり、自然環

境と融和した場所に設置することにより、作品の
魅力を最大限に引き出せるものと考えている。上
府中公園はこうした条件を備えており、利用者も
多いことから、自然の中で多くの方が芸術作品に
身近に触れることができる機会の創出につながる
と考え、設置している。
また人の導線に合わせた回遊路に沿って作品を
設置し、さまざまな目的で公園を訪れる多くの利
用者に身近なところで鑑賞していただけるように
と意図している。

問

答
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決算特別委員会の審査概要

焼却灰の県外処理
安定的に排出するための方策は

　令和２年度における本市の焼却灰5711トン
の処分は、約２億円で県外に委託しているが、

埋め立てをする最終処分場の多くは山間部にあり、
熱海市伊豆山の土砂災害を機に最終処分場の在り
方が問われ、県外処理が滞る事態も想定される。
そこで現在の処分地の状況と、今後の受け入れ
見込み、資源化率向上の考え方について伺う。

　令和２年度は焼却灰の処理を県外８カ所に
委託し、埋め立てが秋田県、山形県、長野県、

群馬県、茨城県の５カ所、資源化が栃木県、埼玉
県、愛知県の３カ所となっている。なお委託料の
傾向はおおむね横ばいである。
今後の受け入れ見込みについては、毎年受け入
れ先と事前協議を行い、安定的な排出先の確保に
努めるとともに、災害時に排出先を確保できなく
なる状況を回避するため、複数箇所に委託し、リ
スク分散をしている。また資源化率は市で定めた
数値目標に向け毎年段階的に向上させている。

問

答

子どもの読書活動
コロナ禍の今こそ積極的に推進を

　令和２年度は新型コロナウイルスの影響で
子ども向け学習イベントが、市全体で中止と

なった。しかし現下の状況は、外での接触型の活
動が困難な反面、室内で１人でもできる読書活動
を推進する好機とも捉えられる。そこで図書館で
中止した学習イベントについて、代替え事業の実
施等はあったのか、現在までの状況を伺う。

　令和２年度は中央図書館では、代替え事業
として絵本の読み聞かせを中心とする講演を

インターネット動画配信で実施した。また小田原
駅東口図書館においては、予約制で開設している
子育て支援センターに図書館職員が出向くかたち
で、絵本の読み聞かせを連携して実施した。
なお令和３年度は感染拡大状況を踏まえ、参加
を少人数としたり、感染症防止対策を図りながら
実施するとし、絵本の読み聞かせや調べる学習チャ
レンジ講座、１日図書館員、学習用図鑑に親しむ
会など子ども向けイベントを順次再開している。

問

答

小田原漁港および「TOTOCO小田原」
地元との連携や活性化の取り組みは

　「漁港の駅TOTOCO小田原」での、地元
との連携に係る具体的な取り組み内容とその

効果を伺う。また早川駅周辺地区の回遊性向上に
ついての具体的な取り組み内容とその効果につい
て伺う。

　開業１周年の令和２年11月に、「復活御幸の
浜花火大会」との連携を図り、テラスを一般

開放し、地元の方々に花火を鑑賞いただくととも
に、隣接する県有地に本港周辺の飲食店が屋台を
出店するなど、小田原漁港の新たな魅力創出につ
ながる取り組みを行った。
また駅前広場の歩道に案内看板や路面サインを
設置する誘導機能強化工事を行い、地元の方々か
らも好評を得たが、徒歩での回遊にはまだ多くの
課題があるため、今後も安全で魅力ある歩行ルー
トの実現に向け、引き続き漁港管理者の神奈川県
や漁業関係者と調整して進めていく。

問

答

総 括 質 疑
学校施設の維持修繕
要望の把握や優先順位の判断は

　学校施設は老朽化が進んでおり、多くの箇
所に修繕の必要が出てきている。各学校から

の修繕の要望は、どのように収集し、優先順位は
どのような基準で決めているのか、また予算は十
分に確保されているのか伺う。

　修繕および工事を計画的に実施するため、
毎年３月から４月頃に学校に対して工事要望

について書面による調査を実施している。これに
基づき、５月末までにヒアリングと実地調査を行
い、状況を確認している。
学校からは多種多様な要望があるため、子ども
たちの安全・安心に関わるもの、学習や生活環境
に影響があるものを最優先としている。
またＩＣＴ教育やインクルーシブ教育への対応、
地域利用や避難施設としての機能など、学校の施
設や設備に求められるものも多岐にわたるように
なったため、優先順位を付け、予算を確保し、適
切な教育環境を提供できるよう努めている。

問

答
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決算特別委員会の審査概要
　
10
月
６
日
の
本
会
議
で
は
、

総
括
質
疑
に
お
け
る
各
委
員
の

質
疑
お
よ
び
意
見
等
に
つ
い
て
、

委
員
長
が
報
告
を
し
ま
し
た
。▲報告を行う奥山委員長

主
な
質
疑
お
よ
び
意
見

　
本
市
が
建
設
費
の
一
部

を
補
助
し
た
周
産
期
医
療

機
関
と
の
事
業
用
定
期
借
地
権

設
定
契
約

「
安
心
し
て
子
ど
も
を
産

む
こ
と
が
で
き
る
環
境
づ

く
り
」
に
寄
与
す
る
と
い
う
契

約
の
意
義
を
踏
ま
え
、
幅
広
い

視
点
か
ら
チ
ェ
ッ
ク
す
べ
き
。

　
政
策
監
の
活
動
の
評
価

と
費
用
対
効
果

　
決
算
書
等
に
お
い
て
効

果
が
把
握
し
づ
ら
い
こ
と

か
ら
、
市
民
に
対
し
て
説
明
責

質疑意見質疑意見

任
を
果
た
せ
る
よ
う
的
確
な
情

報
発
信
を
す
べ
き
。

　
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

デ
ザ
イ
ン
等

　
掲
載
さ
れ
て
い
る
情
報

が
煩
雑
で
、
ペ
ー
ジ
に
統

一
感
が
な
い
こ
と
か
ら
、
新
総

合
計
画
策
定
に
合
わ
せ
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
一
新
す
べ
き
。

　
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
ま

ち
づ
く
り
の
推
進

　
特
定
の
部
局
に
と
ど
ま

ら
ず
、
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の

機
運
を
全
庁
的
に
高
め
、
着
実

に
推
進
を
図
る
べ
き
。

　
郵
便
局
に
お
け
る
証
明

書
の
交
付
サ
ー
ビ
ス
状
況

　
廃
止
さ
れ
た
支
所
等
と

比
べ
、
郵
便
局
で
の
交
付

件
数
が
極
め
て
少
な
く
、
郵
便

局
が
支
所
等
の
代
替
施
設
と
い

え
な
い
状
況
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

支
所
等
の
再
配
置
を
す
べ
き
。

　
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推

進
事
業
に
お
け
る
分
科
会

の
活
動
状
況

質疑意見質疑意見質疑意見質疑

　
自
治
会
や
社
会
福
祉
協

議
会
に
お
い
て
も
類
似
の

サ
ー
ビ
ス
等
を
提
供
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
市
が
各
団
体
と
調

整
を
図
り
、
持
続
可
能
な
か
た

ち
と
し
て
整
理
し
て
い
く
べ
き
。

　
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
市

の
事
業
実
施
状
況

　
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催
で
も

十
分
に
代
替
可
能
な
イ
ベ

ン
ト
等
は
、
当
初
か
ら
全
庁
的

に
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催
を
視
野
に

入
れ
て
計
画
す
べ
き
。

　
ご
み
の
減
量
・
資
源
化

率
向
上
の
取
り
組
み

　
ご
み
の
減
量
・
資
源
化

に
は
市
民
の
協
力
が
不
可

欠
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
分
別
等

に
対
す
る
市
民
意
識
を
高
め
る

た
め
、
さ
ら
な
る
周
知
・
啓
発

に
努
め
る
べ
き
。

　
小
田
原
駅
東
口
図
書
館

開
館
後
の
利
用
状
況

　
若
い
世
代
を
中
心
に
新

規
登
録
者
数
や
、
貸
出
者

数
の
増
加
が
見
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
今
後
も
「
駅
前
に
あ
る
図

書
館
」
と
し
て
認
知
度
向
上
を

意見質疑意見質疑意見質疑意見

図
る
べ
き
。

　
介
護
予
防
・
日
常
生
活

支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
お

け
る
住
民
主
体
型
サ
ー
ビ
ス

　
国
の
制
度
改
正
に
よ
り
、

市
が
必
要
と
認
め
た
場
合

は
、
要
介
護
認
定
後
も
引
き
続

き
利
用
可
能
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
利
用
者
の
立
場
に
立
っ
て

必
要
性
を
判
断
す
べ
き
。

　
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
の
運
営
状
況

　
市
の
担
当
所
管
に
お
け

る
専
門
職
の
配
置
増
や
各

支
援
セ
ン
タ
ー
へ
の
運
営
委
託

料
の
増
額
等
、
よ
り
充
実
し
た

運
営
へ
の
支
援
を
強
化
す
べ
き
。

　
小
田
原
市
病
院
事
業
会

計
に
お
け
る
未
処
分
利
益

剰
余
金　

一
般
会
計
負
担
金
の
倍

近
く
な
る
未
処
分
利
益
剰

余
金
は
、
基
金
に
積
み
立
て
る

な
ど
、
使
途
を
定
め
て
早
め
に

処
分
す
べ
き
。

質疑意見質疑意見質疑意見

　
今
後
の
財
政
運
営
に
お
い
て

は
、
市
立
病
院
の
新
病
院
建
設

を
は
じ
め
と
す
る
公
共
施
設
の

更
新
、
道
路
等
イ
ン
フ
ラ
の
維

持
管
理
に
加
え
、
増
大
し
続
け

る
扶
助
費
や
社
会
保
障
分
野
へ

の
繰
出
金
の
負
担
も
大
き
く
な

る
と
想
定
さ
れ
る
。

　
引
き
続
き
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
が

続
く
と
想
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

基
金
お
よ
び
債
務
の
状
況
に
注

視
し
つ
つ
、
現
在
策
定
中
の
第

６
次
小
田
原
市
総
合
計
画
を
踏

ま
え
、
積
極
的
な
財
源
確
保
や
、

事
務
事
業
の
効
率
化
を
図
り
、

健
全
財
政
の
維
持
に
努
め
ら
れ

る
よ
う
期
待
す
る
。

委
員
長
報
告
（
要
旨
）

総
括
的
な
所
見

▲総括質疑の様子
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賛否一覧・陳情の採決結果

令和３年９月定例会　賛否一覧
会　派　名

議
決
結
果

日本共産党 新生クラブ 公明党 誠　　風 志民・維新の会 緑風会
番　　　号 25 26 27 22 23 24 5 6 15 16 7 8 9 10 17 18 19 20 1 2 11 12 21 3 4 13 14

議　員　名

岩

田

泰

明

田

　中

　利
恵
子

横

田

英

司

俵

　
　
　鋼
太
郎

清

水

隆

男

小

　谷

　英
次
郎

荒

井

信

一

金

崎

　
達

奥

　山

　孝
二
郎

楊

　
隆

子

宮

原

元

紀

池

田

彩

乃

大

川

　
裕

鈴

木

和

宏

神

戸

秀

典

篠

原

　
弘

井

上

昌

彦

加

藤

仁

司

安

野

裕

子

鈴

木

敦

子

鈴

木

美

伸

杉

山

三

郎

武

松

　
忠

川
久
保

　昌

　彦

角

田

真

美

鈴

木

紀

雄

木

村

正

彦
議案第５７号　令和３年度小田原市一般会
計補正予算の修正案（※）

否
決○○○×××××××××

議
長
は
採
決
に
は
加
わ
り
ま
せ
ん

××××××××××××××

議案第５７号　令和３年度小田原市一般会
計補正予算

可
決×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第５８号　令和３年度小田原市競輪事
業特別会計補正予算

可
決×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第６２号　小田原市附属機関設置条例
の一部を改正する条例

可
決×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第６５号　おだわら市民交流センター
条例の一部を改正する条例の修正案（※）

否
決○○○××××××××× ××××××××××××××

議案第６５号　おだわら市民交流センター
条例の一部を改正する条例

可
決×××○○×○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第７２号　令和２年度小田原市一般会
計歳入歳出決算の認定について

認
定×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第７３号　令和２年度小田原市競輪事
業特別会計歳入歳出決算の認定について

認
定×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第７５号　令和２年度小田原市国民健
康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定
について

認
定×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

議案第７９号　令和２年度小田原市後期高
齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認
定について

認
定×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

意見書案第２号　コロナ禍による厳しい
財政状況に対処し地方財源の充実を求め
る意見書

可
決×××○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○

全4２件のうち、賛否が分かれた議案のみ掲載しています。� ○：賛成　　×：反対　　　　　　　　　　　　
全議案および陳情の賛否は、ホームページでご覧いただけます。
（※�）議案第５７号の修正案は、令和３年度一般会計補正予算中、債務負担行為補正（新しい学校づくり推進基本方針策定支援
委託料）、プレミアム付商品券事業費に係る予算を削除するものです。また、議案第６５号の修正案は、おだわら市民交流セ
ンターに新たに設ける会議室の使用について特例（登録団体の使用に係る利用料金を無料とする）を設ける内容です。

次の意見書を国等に提出しました
件　　　　　　　　　名

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書
神奈川県土砂の適正処理に関する条例の強化を求める意見書

・意見書の全文については、ホームページでご覧いただけます。

陳情の採決結果
件　　　　　　　　　名 結　果

神奈川県土砂の適正処理に関する条例の強化に係る意見書の提出を求める陳情 採　択
民生委員の負担軽減を求める陳情 採　択
�「国に脱炭素、再生可能エネルギー電力の割合を高める2030年エネルギー基本計画の改定を行
うための意見書提出」を求める陳情 不採択

・陳情の全文については、ホームページでご覧いただけます。
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そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問そ の 他 の 質 問

一般質問

一般
質問

　９月定例会では、19人の議員が
一般質問を行い、市政に対する疑
問点や将来の展望などについて、
市長等の考え方を確認しました。
ここではその一部を紹介します。

≪質問一覧はＨＰで確認できます≫

　ユニバーサルデザインを取り入れることは、
「誰にでも住みよいまちづくり」や「世界が

憧れる小田原のまちづくり」のためには不可欠と
考えるが、市長の見解を伺う。また公共施設整備
や施設管理を行う際の本市のユニバーサルデザイ
ンへの取り組みを、今後の方針も含め伺う。

　年齢、性別、国籍、障がいの有無などに関
わらず誰もがその人らしく、安心して住み続

けられるまちづくりの実現のためには、ユニバー
サルデザインの考え方がますます重要になってく
ると考えている。本市では小田原市地域福祉計画・
地域福祉活動計画でユニバーサルデザインに基づ
く公共施設の整備に努めるとしており、各施設の
実情に応じたユニバーサルデザインを導入してい
る。今後も公共施設の建て替えなどの際にはユニ
バーサルデザインの推進に努めていく。

問

答

◦�スクミリンゴガイ（ジャンボタニシ）による農業被害
対策

公共施設のユニバーサルデザイン化
本市の取り組み状況と今後の方針は

　鈴木　紀雄

　北海道北広島市の「ボールパーク構想」は、
スポーツによるまちづくりの形、また公民連

携の在り方の点でも、良い事例であると考える。　
　本市のまちづくりにおけるスポーツの位置付け、
またスポーツによるまちづくりの核となるスポー
ツコミッションの将来像について伺う。

　スポーツの振興や施設の在り方については、
今後、スポーツを通じて、市民の生活が豊か

になり、まちの賑わいや地域経済の活性化につな
がるような視点で検討していきたいと考えている。
　スポーツコミッションについては、小田原市体
育協会、小田原箱根商工会議所、小田原市観光協
会の３団体が中心となって設立を目指しており、
将来的には、本市スポーツの更なる振興と地域経
済の活性化を目指していくとのことであり、本市
としても、その設立には積極的に支援をしていく。

問

答

◦鬼柳・桑原地区工業団地と周辺の整備

本市まちづくりにおけるスポーツの
位置付けと今後の展望は

　宮原　元紀

　第６次小田原市総合計画の行政案では、「ス
ピード感を持ったまちづくりを進め」とある

が、「スピードを持ったまちづくり」や「スピーディ」
という表現ではなく「スピード感」という言葉を
用いた理由について伺う。

　市長就任当時からスピード感を持ったまち
づくりを進めると申し上げており、これを体

現するために市長就任年度に「2030ロードマップ」
を策定した。第６次小田原市総合計画についても、
計画期間を１年前倒して策定し、さまざまな社会
経済情勢の変化に機敏に対応しながら施策を展開
していきたいと考えている。このような趣旨を、
市民の皆さんにも分かりやすく伝えられるよう、
「スピード感を持って」と表現したものであるが、
総合計画における記述については、今後表現方法
を検討していく。

問

答

第６次小田原市総合計画の行政案
「スピード感」という言葉の理由

　鈴木　美伸

◦高齢者の雇用促進
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そ の 他 の 質 問 そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問 そ の 他 の 質 問

一般質問

　新型コロナウイルス感染症に伴う外出自粛
といった生活スタイルの変化により、不安や

生きづらさ、孤独感等を深めた方が多くいたと推
察される。
　そのような中、社会的な関心が高まっているひ
きこもりの方への支援について、人数の把握や相
談窓口の周知、相談時の支援の方法について伺う。

　ひきこもりは地域や社会からの孤立、自発
的な相談が難しいことなどから、実態がつか

みづらいが、増加傾向にあると認識し、関係機関
と情報共有しながら現状の把握に努めている。
　相談窓口は広報おだわらや市ホームページで周
知をしている。また「おだわら子ども若者教育支
援センタ―　はーもにぃ」や生活困窮者自立相談
支援事業、福祉まるごと相談事業により、当事者
本人や家族が抱える課題を受けとめ支援している。

問

答

◦本市の健康増進への取り組み

本市におけるひきこもりの現状
現状の把握と相談等の支援は

　鈴木　和宏

　小田原少年院跡地は、今後、財務省に移管
され、売却の手続きが進められると思うが、

私は市が積極的に取得するべきだと考えている。
同跡地は、小田原駅から徒歩５分ほどの距離にあ
り6000坪以上の広大な土地であることなどから、
さまざまな可能性を秘めた土地であると認識して
いる。そこで第６次小田原市総合計画に位置付け、
市の積極的な姿勢を発信することも必要と考える
が、同跡地の取得に対する市長の思いを伺う。

　小田原少年院跡地は、ポテンシャルの高い
土地であることは認識しており、本市として

も有効活用されることが望ましいと考えている。
　小田原少年院跡地の活用については、財務省の
意向など、さまざまな状況を踏まえ、あらゆる可
能性を探っていく。

問

答

◦�県西地域２市８町合併

小田原少年院跡地の活用
用地取得に対する市長の思いは

　杉山　三郎

　本年７月31日に閉館を迎えた小田原市民会
館の跡地活用については、市民との対話でも

話題となっており、かつて小田原城大手門という
要所であったことから、その復元を望む声もある。
平成30年に作成された「三の丸地区の整備構想」
では大手門復元のイメージパースが掲載されてお
り、また守屋市長は、市長選のマニフェストで大
手門復元について述べられていた。そこで現段階
での市民会館跡地活用のビジョンを伺う。
た。　今年度、構想に位置付けた短期計画の整備

に向けて、整備予定エリアを対象とした活用
計画を作成するが、その中で、状況の変化などを
踏まえ、整備機能を再検討する。なお構想では、
段階的な整備を進めることとしており、大手門復
元の検討は長期計画に位置付けている。

問

答

◦本市のスポーツ事業
◦本市の学校における広域避難所整備

市民の思い出の残る小田原市民会館
跡地活用のビジョンを伺う

　角田　真美

◦下水道事業の民間委託化（コンセッション）
◦新型コロナウイルス感染症対策

国の目指すスーパーシティ構想
本市の目的との方向性の違いを問う

　横田　英司

　本市は住民説明会等でスーパーシティに
よって、さまざまなサービスや課題解決を行

い、「世界が憧れるまち“小田原”」を実現すると説
明してきたが、国のスーパーシティの目的の第一
は、世界で一番ビジネスのしやすい環境をつくる
ための規制緩和であり、本市が目指す住民サービ
スや課題解決と方向が違うと考えるが見解を伺う。

　スーパーシティ構想について国は最先端
サービスの提供とデータ連携、そして大胆な

規制改革により、未来社会を先行実現することを
目指すとしている。一方、本市の構想も、市が有
するポテンシャルにデジタル技術とデータ活用を
組み合わせることで、縁ある人全てを守り、未来
を輝かせることを目的とし、そのために必要な規
制改革を実現することに取り組んでいる。このた
め国と目指すところに違いはないと認識している。

問

答
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そ の 他 の 質 問 そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問 そ の 他 の 質 問

一般質問

　兵庫県の丹波篠山市は、１人の助産師が継
続して妊産婦に寄り添い続ける「Ｍｙ助産師

制度」を設け、産前産後の体調管理、安産に向け
た体づくり、メンタル面のケアなど、時間をかけ
てあらゆる相談に応じている。そこで本市におけ
る「切れ目のない支援」について伺う。

　母子健康手帳の交付時は、妊婦の健康状態
や不安な要素などを確認するとともに、母体

の変化や体の不調への対処法、ママパパ学級の紹
介、産後の育児サポートの状況に応じたサービス
の情報、困った際の相談先等を説明している。
また面談で妊娠期から継続的な支援が必要と判
断した場合は、助産師や保健師がその方の状況に
応じた手段やタイミング等を選び、妊産婦および
子どもの健康状態の把握や予防対策、家庭内のサ
ポートの調整など、積極的に支援を行っている。

問

答

◦ポストコロナ社会における観光振興

妊娠期からの切れ目ない支援
本市の取り組み状況は

　池田　彩乃

　新型コロナウイルス感染症の自宅療養者へ
の食料配達については、県の配食サービスが

あるが、配食開始まで４日程度かかるため、そう
した県のサービスを申し込んでいる方や、親族等
から支援を受けられない方、インターネット通販
や宅配サービス等により食料を確保することが難
しい方には、県に代わって食料の配達を実施すべ
きと考える。また濃厚接触者にも同様の対応をす
べきと考えるが見解を伺う。

　自宅療養者の対応は県が行っており、希望
があった場合は食料を配達しているが、濃厚

接触者は食料配達の対象となっていない。
県の事業を補完するような生活支援については、
県と情報を共有しながら、その必要性を判断したい。

問

答

◦�2021年７月の大雨による被害対策
◦国民健康保険

自宅療養者や濃厚接触者に
市独自の食料配達が必要では

田中　利恵子

　神奈川県は地域療養のモデルを県西地域で
行うとのことだが、どのような内容なのか。

またこの事業がスタートする中で、市立病院の高
度医療機関としての機能・役割をどのように発揮
していくのか伺う。

　この事業は、新型コロナウイルス感染症の
自宅療養者の健康観察を地域の医師会に委託

し、容態の悪化などが疑われる方に対して、看護
師が電話による健康観察や適宜自宅訪問を行うほ
か、医師によるオンライン診療や検査、必要に応
じた入院調整等の療養サポートを行うものである。
　市立病院の高度医療機関としての役割は、これ
を実施する中でも変わらない。引き続き重症患者
を含む当該感染症患者の診療や入院受入れを行い
ながら、通常医療や圏域内唯一の三次救急医療を
とめることなく、地域医療を守っていく。

問

答

◦新型コロナウイルスワクチンの接種
◦コロナ禍における地元経済への支援等

神奈川県の地域療養モデルにおける
高度医療機関としての市立病院の役割

奥山　孝二郎

　新型コロナウイルス重症患者を県西部で唯
一受け入れている小田原市立病院で、重症患

者のうち７割以上が県東部から搬送されていると
の新聞報道が８月下旬にあった。逼迫する医療現
場の窮状を踏まえ、市民から小田原市立病院の現
状に対し不安の声も寄せられている。そこで入院
中の新型コロナウイルス感染症の重症患者の、県
東部からの搬送の現状について伺う。

　新型コロナウイルス感染症は、重症化する
と入院期間が長期化する傾向にあるが、第５

波の影響で、県東部から搬送される重症患者が急
増したため、入院中の重症患者のうち、その占め
る割合が増加した。９月に入り、重症患者の減少
とともに、県東部からの患者の占める割合は５割
から６割程度と、８月と比較すると減少している。

問

答

◦小田原地下街「ハルネ小田原」

新型コロナウイルス感染症の重症患者
県東部から市立病院への搬送状況は

　井上　昌彦
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そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

一般質問

　本市は酒匂川や狩川などを管理する県に対
し、堆積土砂の掘削を要望しているが、酒匂

川で令和２年度に実施された堆積土砂の掘削箇所、
掘削量およびその効果を伺う。

　酒匂川の堆積土砂については、河川管理者
である神奈川県と、飯泉取水堰の管理者であ

る神奈川県内広域水道企業団が、沿川住民の安心・
安全を確保するため、毎年掘削を実施している。
令和２年度は５つの区域（ＪＲ東海道本線の上
下流、小田原厚木道路の下流、富士見大橋の下流、
富士道橋の上流、飯泉取水堰）で合計約６万立方
メートル（大型ダンプトラック約１万台分）の掘
削を実施したと伺っている。なお平成25年度から
毎年同規模で掘削しており、この継続的な取り組
みが水害対策に有効であると考えている。

問

答

◦市の活性化・人口増に向けた取り組み
◦学校教育の取り組み　　　　　　　　　　　　　など

洪水災害に対する取り組み
酒匂川における堆積土砂掘削の状況は

　清水　隆男

　2022年４月退出の意向が示された、小田原
駅から真鶴町石名坂間のバス路線については、

今後どのような対応を考えているのか。
　また同じく退出意向が示された小田原駅から栢
山駅間のバス路線については、平日6.5回の運行
があり、桜井地域や東富水地域から医療機関等へ
通う重要な生活路線であるため、他路線同様、廃
止は適当でないと考えるが見解を伺う。

　小田原駅から石名坂間のバス路線について
は、代替の交通手段がないため、当面の存続

に向け、運行本数や費用負担について事業者と協
議を進めている。一方、小田原駅から栢山駅間の
バス路線については、代替の移動手段がある。新
型コロナウイルス感染症の影響もあり、バス事業
者から経営状況が厳しいと伺っている中、全ての
路線を維持することは困難であると考えている。

問

答

◦新型コロナウイルス感染症対策
◦第６次小田原市総合計画

退出意向の示されているバス路線の
維持についての考え方

　岩田　泰明

　昨今の地球温暖化等の環境変動に伴う台風
や豪雨により、土石流等の土砂災害が全国で

発生している。今夏の大雨により、本市でも土砂
災害による被害が報告されていることから、市民
の不安は募るばかりである。そこで土砂災害を未
然に防ぐため、管理責任のある市道脇の危険箇所
の点検や調査が必要であると考えるが、その現状
と今後の対応を伺う。

　令和２年２月、逗子市で発生した崩落事故
を受け、土砂災害警戒区域（イエローゾーン）

内の市道脇斜面308カ所を職員の目視により点検
した結果、２路線６カ所において、浮石等を確認
したため、看板設置等の注意喚起を行った。これ
らの斜面は民有地であるため、土地所有者との調
整を進めながら、今後の対策を検討していく。

問

答

◦今夏、市内で多発した土砂災害
◦気候変動への対応

土砂災害への備えを強化すべき
まずは市道脇斜面の対策を

　鈴木　敦子

　小田原市立病院患者給食調理等業務委託が
平成11年に一部委託に、平成12年４月に全部

委託となり、本格的な外部委託となった際、委託
業務の仕様書において、地元業者の活用が明文化
されたと認識しているが、食材発注における地元
業者の活用の状況について伺う。

　患者給食の食材は、安定的な一定量の供給
を要するため、調理業務の受託業者に発注を

委託しているが、安定的に食材を確保できる大型
店舗から一定程度が調達されている状況にある。
一方で、地産地消の観点から、業務委託の仕様
書においては、受託業者に、地元業者からの食材
購入への配慮を求めている。これにより、米、野
菜、鮮魚、精肉などは、地元業者からも購入をし
ており、今後も、こうした食材については地元業
者から購入するよう、受託業者に要請していく。

問

答

◦コロナ禍における放課後子ども教室の運営
◦令和３年７月の大雨被害の対策

市立病院の患者給食
食材発注における地元業者の活用は

　　金崎　達



15 ●  小田原市議会だより  2021.11.１   

そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

そ の 他 の 質 問

一般質問一般質問

　国土地理院が、全国の市町村から情報を収
集し、教訓の継承と防災意識の向上を目的に、

「自然災害伝承碑（過去の災禍を刻んだ石碑やモ
ニュメント）」をウェブサイトで公開している。
　自然災害伝承碑の学習や記録の継承は重要であ
り、小田原の過去の災害を知らない世代への防災
教育に役立てる必要があると考えるが見解を伺う。

　自然災害伝承碑は、今も生き続ける教訓で
あり、子どもたちが自らの身を守るために役

立つ、後世に継承すべきものと認識している。
本市発行の小学校社会科副読本「わたしたちの
小田原」では、酒匂川沿い等に安置された地蔵像
や水

すい

神
じん

像、治水工事の完成を記した治水碑等につ
いて掲載し、児童に紹介している。またこれらの
石造物を実際に見学し、地域学習の観点から防災
について学習している学校もある。

問

答

◦本市の小学校における農業体験学習
◦カラスによる「ごみ集積場所」の被害状況

「自然災害伝承碑」
防災教育への活用を

　荒井　信一

　多くの人命が失われた熱海市伊豆山地区と
同様の災害を、本市で絶対に起こしてはなら

ない。そこで本市内において「都市計画法」、「宅
地造成等規制法」および「小田原市土砂等による
土地の埋立て等に関する条例」に基づく、許可が
必要となる物件の中で、許可を得ずに盛土された
ものはあるのか伺う。

　「都市計画法」および「宅地造成等規制法」
の許可対象となる物件について調査したとこ

ろ、許可を得ずに行われた盛土は確認されていな
い。
　「農地法」および「小田原市土砂等による土地
の埋立て等に関する条例」の対象では、許可を得
ずに実施している盛土を１件確認しており、現在、
神奈川県と連携して対応している。

問

答

◦本市におけるCOVID-19対策
◦新型コロナワクチン接種率　　　　　　　　　　など

熱海市伊豆山地区の土石流
本市で同様の災害を防ぐ対策は

小谷　英次郎

　狩川左岸沿いの新屋および小台周辺は、市
街化区域となっているが、令和元年の台風第

19号で甚大な被害を受けたほか、毎年、床上浸水
等の被害に脅かされている。
　特に同地域内の、狩川と鳥

とり

見
けん

行
ぎょう

排水路に挟まれ
た、霞

かすみ

堤
てい

状の付近一帯には相当の面積を有する田
んぼがあるが、その田んぼの部分は生産緑地地区
として都市計画決定しているのか。また田んぼの
面積および土地所有者の人数についても伺う。

　相模沼田駅から狩川を挟んで東側に位置す
る当該地は、生産緑地

地区として都市計画決定さ
れており、その面積は3088
平方メートル、土地所有者
は４名となっている。

問

答

◦静岡県熱海市土石流災害関連
◦新型コロナウイルス感染症対策等

浸水被害の恐れのある狩川左岸沿い
周辺区域における生産緑地の活用

川久保　昌彦

　学校給食は子どもたちの食を支えるだけで
なく、命を守り育む場であると考える。その

調理を担い、子どもたちの食の安心・安全を現場
で支える学校給食調理員は、絶対無事故を常に意
識している。異物や害虫等の混入を防ぐため、夏
場であっても、帽子・マスク・長靴等を着用し窓
を開けることができないなど、過酷な労働環境に
置かれている現状を踏まえ、調理場の熱中症対策
の実施責任とエアコン設置の見解を伺う。

　スポットクーラーの活用や調理時間の短縮
等の対策により、これまで熱中症になった事

例はないが、市には調理員の適切な労働環境を整
える責務がある。調理場へのエアコン設置は課題
の一つであると認識しており、特別教室等との優
先順位を付け、全体の中で計画的に実施していく。

問

答

◦小田原市における童謡事業
◦本市の剪定枝の資源化促進

子どもたちの命を守り育む学校給食
エアコン設置で調理場の環境改善を

　　楊　隆子
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☆次号の議会だより（令和４年２月１日発行予定）は、
　12月定例会の概要です。

12月定例会の一般質問の一部をJ：COMチャンネル
（地デジ11ch）で録画放送します。
（放送予定日：12月25日㈯・12月26日㈰）
詳細な時間や放送の順番につきましては、市議会ホー
ムページに掲載するほか、市議会メールマガジンでも
配信を行います。
メールマガジンは上記の放送のお知らせ以外にも、定
例会の日程や議案の賛否等、市議会に
関する様々な情報が得られます。
右のＱＲコードから登録が可能ですの
で、是非、御登録ください。

12月定例会の予定

11／26㈮ 本会議（第１日目）
提出議案等の説明

12／１㈬
本会議（第２日目）
議案に関する質疑
議会広報広聴常任委員会

12／２㈭ 総務常任委員会

12／３㈮ 厚生文教常任委員会

12／６㈪ 建設経済常任委員会

12／10㈮
本会議（第３日目）
各常任委員長審査結果報告
議案等の採決、一般質問

12／13㈪ 本会議（第４日目）
一般質問

12／14㈫ 本会議（第５日目）
一般質問

12／15㈬ 本会議（第６日目）
一般質問

12／16㈭
本会議（第７日目）
一般質問
議会広報広聴常任委員会

タブレット端末導入プロジェクトチーム
� を設置
　議会の効率化や活性化を図るため、議会活動
におけるタブレット端末の導入・活用について
検討を行ってきたところですが、この度、令和
３年８月26日の議会運営委員会において「今後、
導入すること」が決定しました。
　これに伴い、議会運営委員会の下部組織とし
て「小田原市議会タブレット端末導入プロジェ
クトチーム」を設置し、導入に当たっての詳細
について協議、検討を行うこととなりました。
　なお、タブレット端末の導入に当たっては、
市庁舎内の既存の通信環境等を考慮する必要が
あることや、ソフトウェアについては議員だけ
でなく執行機関においても使用が予定されるこ
となどから、本チームは議会と執行機関の双方
の立場から検討が行えるよう、議会が設置する
会議体としては初めて、執行機関の職員にも参
画を求め、共同で検討を行っていきます。
　プロジェクトチームは10名（各会派から選出
された議員７名・職員３名）での構成となって
います。

プロジェクトチームに参画する議員（７名）
リーダー　　　宮原�元紀
サブリーダー　荒井�信一
メンバー　　　岩田�泰明
　　　　　　　俵�鋼太郎
　　　　　　　池田�彩乃
　　　　　　　武松�　忠
　　　　　　　角田�真美

市議会アンケート集計結果（最終）を
公開しています。

　令和３年３月10日から5月31日まで実施いた
しました、「市議会アンケート」の
分析結果がまとまりましたので、
市議会ホームページに掲載してい
ます。

大川議長と宮原リーダーが
守屋市長を訪問し、市職員
の参画を依頼


